
持続的な成長と分配の好循環

継続的な賃上げ・多様な働き方の実現・人手不足克服
に向けた今後の労働政策の方向性

三位一体の労働市場改革
リスキリングによる能力向上支援

個々の企業の実態に応じた職務給の導入

成長分野への労働移動の円滑化

③ 労働参加率向上

② 非正規雇用労働者の
処遇改善

① 生産性向上

④ マッチング強化

・ 賃上げ・労働生産性向上に向け
た支援の充実

・ デジタル人材育成 等

・ 同一労働同一賃金の取組強化
・ 非正規雇用労働者の
キャリア形成支援 等

・ 仕事と育児・介護の両立支援
・ 女性・高年齢者の活躍促進 等

・ ハローワークにおける人手不足職
種のマッチング強化

・ 事業再構築等に必要な人材確
保に対する支援 等

⑤ セーフティネット強化
・就業環境改善

・ 雇用保険の適用拡大
・ フリーランスの就業環境整備
・ 多様な正社員 等

物価高騰に負けない

継続的な賃上げ
個人の希望に合った

多様な働き方の実現
労働供給制約・コロナ後の経済回復に対応した

人手不足克服

⇒ 構造的な賃上げの実現
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• 「賃金引上げ」に向けた取組について

• 「年収の壁」を意識せずに働くことができる
環境づくりに向けた取組について



デフレ完全脱却のための総合経済対策～日本経済の新たなステージにむけて～
令 和 ５ 年 1 １ 月 2 日
閣 議 決 定

第１節 物価高から国民生活を守る

経済の現状認識と経済対策の基本的考え方

高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、低物価・低賃金・低成長に象徴される「コストカット型経済」
から、30年ぶりの変革を果たすまたとないチャンスを迎えている。足元では、賃金や設備投資が上昇し、賃
金と物価が好循環する「新たなステージ」への光が差しつつある。
今回の経済対策は、日本経済を熱量溢れる新しい経済ステージへと移行させるためのスタートダッシュを
図るためのもの。

まずは、新たなステージへの移行に向けた動きを後戻りさせないため、足元の物価高から国民生活・
事業活動を守る対策に万全を期す。併せて、賃上げの流れを地方・中堅・中小企業にも波及させ、賃
上げのモメンタムの維持・拡大を図る。
供給力を強化すべく、ＧＸ・ＤＸ・戦略分野への投資促進、スタートアップ支援などに取り組む。
人口減少を見据えた社会変革を起動・推進するため、デジタル行財政改革や人手不足等に対応する
制度・規制改革、こども・子育て支援や公教育の再生などに取り組む。

予算措置のみならず、税制や規制・制度改革を総動員。

取りまとめの視点

フロンティアの開拓

経済社会を大きく変革する可能性のある新技術、市場の飛躍的な成長が期待される分野な
ど、いわゆるフロンティアの開拓を目指すこと。

実証から実装のフェーズへの移行

人口減少下における人手の代替だけでなく、革新的なサービスの提供にもつながるデジタル
技術等の社会実装の促進を目指すこと。

府省庁・制度間連携の徹底

各府省庁が所管・実施する財政措置、制度等について、それぞれの有機的な連携を図り、
経済対策全体の効果の最大化を目指すこと。

第２節 地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地
方の成長を実現する

１ 物価高により厳しい状況にある生活者・事業者への支援

• 所得税・個人住民税の定額減税（納税者及び配偶者含む扶養家族１人につき令和６年分の所得税３万円、

令和６年度分の個人住民税１万円の減税）【税制】

• 低所得世帯への支援（重点支援地方交付金の低所得世帯支援枠に１世帯当たり７万円を追加し、住民税

非課税世帯１世帯当たり合計10万円を目安に支援）

• 両者の間におられる方（※）への丁寧な対応
（※）①住民税非課税世帯には該当しないが、住民税均等割のみ課税される世帯、定額減税が開始される時期に新たな課税情

報により住民税非課税世帯に該当することが判明する世帯、②低所得世帯のうち世帯人数が多い子育て世帯や、定額減税の

恩恵を十分に受けられないと見込まれる所得水準の者

• 燃料油の激変緩和措置を2024年４月末まで講ずる。また、電気・ガスの激変緩和措置を2024年４月末まで

講じ、同年５月は激変緩和の幅を縮小する。

• 漁業者、施設園芸事業者等向けの燃料油価格の激変緩和措置も引き続き実施

• 重点支援地方交付金の追加

生活者向け：学校給食費、プレミアム商品券等発行による消費下支えの取組、ＬＰガス使用世帯等への支援

事業者向け：中小企業（特別高圧・ＬＰガス）、農林水産事業者、地域観光業、医療・介護・保育施設、学校施設、商店街・自治会等への支援

• 公共事業について、適正な予定価格の設定やスライド条項の適切な運用徹底の上、必要な事業量を確保
賃金支払の原資となる適切な労務費の確保に係る制度改正を含めた対応の具体化を進める

• 食品ロス削減、フードバンク・こども食堂支援

２ エネルギーコスト上昇に対する経済社会の耐性の強化

• 企業や家庭における省エネの更なる促進
企業：工場等における省エネ設備の導入を複数年度にわたり支援、中小企業向けの省エネ診断

家庭：子育て世帯や若者夫婦世帯の省エネ住宅の取得を支援

省エネ改修、断熱窓への改修、高効率給湯器の導入をワンストップ窓口で支援

運輸：クリーンエネルギー自動車、充電・水素充てんインフラ等の導入支援

• 再エネ支援（自家消費型太陽光発電・蓄電池の導入、地産地消型の再エネ導入に係る取組支援）
• 原子力の活用（十数基の原発再稼働、次世代革新炉の開発・建設、バックエンド事業加速化）

１ 中堅・中小企業の賃上げの環境整備、人手不足対応、生産性向上を通じた賃上げ継続の支援

（１）中堅・中小企業の賃上げの環境整備

• 賃上げ促進税制の強化（赤字法人を含めた賃上げ促進のための繰越控除制度創設、措置の期限の在り方）【税制】

• 労務費の転嫁のための指針策定、最低賃金の引上げ（2030年代半ばまでに1,500円）及びその支援
• 資金繰り等の支援
（２）人手不足対応、生産性向上を通じた賃上げ継続の支援

• 中小企業の省力化投資支援、中堅・中小企業の大規模投資支援、生産性向上支援（インボイス対応支援等含む）

• 医療・介護・障害福祉分野の人材確保に向けた賃上げに必要な財政措置、事業承継税制の計画提出期限の延長【税制】

（３）「年収の壁」への対応を含めた所得向上へ取組

• 年収の壁・支援強化パッケージ

• 家事支援サービスの利用環境整備、非正規雇用者の正規化支援、資産運用立国を通じた所得拡大 等

２ 構造的賃上げに向けた三位一体の労働市場改革の推進

（１）三位一体の労働市場改革の推進

• リ・スキリング（教育訓練給付拡充、在職中の非正規雇用者支援、企業・大学の共同講座等）

• 職務給導入（ジョブの整理・括り方、人材の配置・育成、労働条件変更と現行法制・判例との関係等の事例整理・公表）

• 成長分野への労働移動円滑化（官民の求職・求人情報共有化、デジタル分野の公的職業訓練の充実等）

（２）多様な働き方の推進（同一労働・同一賃金の徹底、自治体による就職氷河期世代支援）

３ 経済の回復基調の地方への波及及び経済交流の拡大

（１）円安を活かした地域の「稼ぐ力」の回復・強化

• 観光地・観光産業の再生・高付加価値化の支援、オーバーツーリズムの未然防止・抑制 等

• 農林水産物・食品の輸出拡大（輸出先多角化のための販路開拓支援、マーケットイン志向の輸出産地育成等）

• 新規輸出１万者プログラム（設備導入支援、海外ショールーム新規設置、海外ＥＣサイトとの連携拡大等）

（２）地方活性化

• 国立公園の滞在体験の魅力向上、文化財等の活用、「食料安定供給・農林水産業基盤強化に向けた緊急対応パッ

ケージ」の実行、コンパクトでゆとりとにぎわいのあるまちづくり、高速道路通勤帯割引・時間変動料金の見直し・拡

大、地域における人材マッチングの支援、条件不利地域の振興 等

（３）大阪・関西万博の推進（会場整備や内容の充実に必要な措置、全国的な機運醸成）

※本資料は内閣府において作成。

（※）税制措置については、2023年末の令和６年度税制改正において検討し、結論を得た上で、次期通常国会に法案を提出する。
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○医療・介護分野におけるデジタル技術を活用した効率化
・介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業
・介護ロボット開発等加速化事業
・障害福祉分野のロボット等導入支援事業
・障害福祉分野のＩＣＴ導入モデル事業
・オンライン資格確認の用途拡大等の推進
・マイナ保険証利用促進のための医療機関等への支援
・マイナンバーカードと健康保険証一体化周知広報事業／コールセンター設置
・マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けたシステム改修等経費
・診療報酬改定ＤＸ（共通算定モジュールの開発等）
・全国医療情報プラットフォーム開発事業
・電子処方箋の活用・普及の促進事業
・医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業 等
○高齢者活躍の推進及び認知症施策
・シルバー会員未就業者及び女性高齢者社会参加促進事業
・共生社会の実現を推進するための認知症基本法に基づく都道府県・市町村の認知症

施策推進計画の策定支援
・共生に向けた認知症の早期発見・早期介入実証プロジェクトの推進 等
○孤独・孤立、障害者など困難に直面する方々への支援
・生活困窮者等を支える地方公共団体、民間団体の活動支援や相談支援体制等の充実
・地域における自殺防止対策の強化
・学校薬剤師・地区薬剤師会を活用したＯＴＣ濫用防止対策事業 等

デ フ レ 完 全 脱 却 の た め の 総 合 経 済 対 策 ～ 日 本 経 済 の 新 た な ス テ ー ジ に む け て ～
（ 令 和 ５ 年 1 １ 月 ２ 日 閣 議 決 定 ） （ 厚 生 労 働 省 関 係 概 要 ）

○医療･介護･障害福祉等分野における物価高への対応
・重点支援地方交付金（内閣府）を追加し、地方公共団体に対して、医療・介護等

の分野への重点的な活用を推奨するとともに、活用状況のフォローアップを実施。
その際、入院時の食費の基準について、診療報酬の見直しに向けた検討を行うこ
とと併せ、それまでの間、早急かつ確実な支援（※）を実施。

※ 入院時の食費については、2023 年度中については、重点支援地方交付金により対応。2024年度に
ついては、地域医療介護総合確保基金による対応を念頭に、診療報酬の見直しと合わせ、2024年度予
算編成過程において検討。

Ⅰ . 物 価 高 か ら 国 民 生 活 を 守 る

○中堅・中小企業の賃上げの環境整備
・最低賃金の引上げに向けた環境整備を支援する業務改善助成金 等
○人手不足対応、生産性向上を通じた賃上げ継続の支援
・介護等の社会生活を支える職種における安定的な労働力確保のための「人材確保

対策推進事業」
・医療・介護・障害福祉分野における処遇改善支援事業 等
○「年収の壁」への対応を含めた所得向上への取組
・年収の壁・支援強化パッケージ
・キャリアアップ助成金による非正規雇用労働者の正社員化の促進 等
○三位一体の労働市場改革の推進
・非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練試行事業（仮称）の実施
・公的職業訓練によるデジタル推進人材の育成
・Ｏｆｆ－ＪＴでは不足する実務経験を提供するデジタル人材育成のための「実践

の場」開拓モデル事業
・生産性を向上させる取組等を人材確保・育成の面から効果的に促すための産業雇

用安定助成金（産業連携人材確保等支援コース） 等
○多様な働き方の推進
・同一労働同一賃金の更なる遵守徹底 等

Ⅱ . 地 方 ・ 中 堅 ・ 中 小 企 業 を 含 め た 持 続 的 な 賃 上 げ 、 所 得 向 上 と 地
方 の 成 長 を 実 現 す る

○科学技術の振興及びイノベーションの促進
・がん・難病の全ゲノム解析等の推進 等
○ＧＸ・ＤＸの推進及びＡＩの開発力強化・利用促進に資する基盤整備
・生成ＡＩを活用した新規がん・難病治療薬創生 等
○イノベーションを牽引するスタートアップ等の支援
・医療分野における「シーズ実用化可能性調査支援事業」
・医療系ベンチャー海外投資獲得支援事業 等

Ⅳ . 人 口 減 少 を 乗 り 越 え 、 変 化 を 力 に す る 社 会 変 革 を 起 動 ・ 推 進 す る

Ⅲ . 成 長 力 の 強 化 ・ 高 度 化 に 資 す る 国 内 投 資 を 促 進 す る

○変革を力強く進める「供給力の強化」と、不安定な足元を固め、物価高を乗り越える「国民への還元」の２つを「車の両輪」として、日本経済が熱量溢れる

新たなステージへ移行するためのスタートダッシュを図るための総合的な経済対策を策定・実行し、「新しい資本主義」の実現に向けた取組を更に加速する。

○国民の安全・安心の確保
・医療提供体制等の維持のための「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」
・新型コロナワクチン接種に係る体制の確保等
・次の感染症危機に備えた有効な治療薬等の研究開発の推進
・感染症法改正に伴う対応（個人防護具の備蓄等事業、新興感染症対応力強化事業）
・感染症システムの開発等経費
・医薬品・医療機器の安定供給の確保
・安全・安心な水道の整備 等

Ⅴ . 国 土 強 靱 化 、 防 災 ・ 減 災 な ど 国 民 の 安 全 ・ 安 心 を 確 保 す る
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• 「賃金引上げ」に向けた取組について

• 「年収の壁」を意識せずに働くことができる
環境づくりに向けた取組について



「年収の壁」を巡る現状

第 3 号 被 保 険 者 の 手 取 り 収 入 の 変 化 （ イ メ ー ジ ） 就 業 調 整 の 理 由

（出典）厚生労働省「令和３年パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査」

○ 会社員・公務員の配偶者で扶養され保険料負担がない「第３号被保険者」のうち約４割が就労。

○ その中には、一定以上の収入となった場合の社会保険料負担等による手取り収入の減少を理由として、
就業調整をしている者が一定程度存在。

収入増により
手取り回復

社会保険料負担発生
手取り減

配偶者がいる女性パートタイム労働者のうち、就業調整を

していると回答した者（21.8%）は、その理由として、

「106万円の壁」、「130万円の壁」及び配偶者手当を意識

していると回答している。（複数回答）

【被扶養者認定基準（130万円）】
一定額(130万円）を超えると配偶者の健康

保険、厚生年金保険の被扶養者からはずれ、

自分で加入しなければならなくなるから

57.3%

【被用者保険加入（106万円）】
一定の労働時間を超えると雇用保険、健康

保険、厚生年金保険の保険料を払わなけれ

ばならないから

21.4%

【配偶者の会社の配偶者手当】
一定額を超えると配偶者の会社の配偶者手

当がもらえなくなるから

15.4%

○従業員100人超企業（※１）に

週20時間以上で

勤務する場合

「106万円の壁」
加入制度：厚生年金保険・健康保険

○上記以外の場合
「130万円の壁」
加入制度：国民年金・国民健康保険

手
取
り
収
入

給与収入106万円 or 130万円

（※２）所定内賃金が月額8.8万円以上であることが要件。

（※２）

（※１）令和6年10月には、従業員50人超の企業まで拡大。
6



「年収の壁」への当面の対応策（「年収の壁・支援強化パッケージ」）概要

人手不足への対応が急務となる中で、短時間労働者が「年収の壁」を意識せず働くことができる環境づくり

を支援するため、当面の対応として下記施策（支援強化パッケージ）に取り組むこととし、さらに、制度の見

直しに取り組む。

106万円の壁への対応

◆キャリアアップ助成金

キャリアアップ助成金のコースを新設し、

短時間労働者が被用者保険（厚生年金保険・健康保険）

の適用による手取り収入の減少を意識せず働くことが

できるよう、労働者の収入を増加させる取組を行った

事業主に対して、労働者１人当たり最大50万円の支援を

行う。なお、実施に当たり、支給申請の事務を簡素化。

労働者の収入を増加させる取組については、

賃上げや所定労働時間の延長のほか、

被用者保険適用に伴う保険料負担軽減のための手当

（社会保険適用促進手当）として、支給する場合も対象とする。

◆社会保険適用促進手当

事業主が支給した社会保険適用促進手当については、

適用に当たっての労使双方の保険料負担を軽減するため、

新たに発生した本人負担分の保険料相当額を上限として

被保険者の標準報酬の算定において考慮しない。

130万円の壁への対応

配偶者手当への対応

◆企業の配偶者手当の見直しの促進

特に中小企業においても、配偶者手当の見直しが

進むよう、

(1) 見直しの手順をフローチャートで示す等

わかりやすい資料を作成・公表した。

(2) 中小企業団体等を通じて周知する。

◆事業主の証明による被扶養者認定の円滑化

被扶養者認定基準（年収130万円）について、

労働時間延長等に伴う一時的な収入変動による被扶

養者認定の判断に際し、事業主の証明の添付による

迅速な判断を可能とする。

上記のほか、設備投資等により事業場内最低賃金の引上げに取り組む中小企業等に対する助成金（業務改善助成金）の活用も促進。 7
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施策名：公的職業訓練によるデジタル推進人材の育成

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

ＤＸの進展が加速する中、デジタル分野における職業訓練コースの設定の促進を図り、デジタル推進人材を
育成する。

公共職業訓練（委託訓練）及び求職者支援訓練を実施する民間教育訓練機関に対してデジタル分野の訓練コースの委託費等の上
乗せを拡充することにより、デジタル推進人材の育成を行う。

デジタル分野の職業訓練コースの拡大により、離職者の再就職が進むと同時に、成長分野における人材確保が図られる。

【○公的職業訓練のデジタル分野の重点化によるデジタル推進人材の育成】
令和５年度補正予算 制度要求 人材開発統括官付訓練企画室

（内線5926、5600）

② 対策の柱との関係

公共職業訓練（委託訓練）及び求職者支援訓練を実施している民間教
育訓練機関に対して支払う委託費等について、経済産業省・独立行政法
人情報処理推進機構が定めた「DX推進スキル標準」に対応したデジタル
分野の訓練コースを新たに委託費等の上乗せの対象とする。

※ 現在、デジタル分野の訓練については、通常の委託費等に加え、資格取得
率等が一定割合以上の場合や企業実習を組み込んだ場合に、委託費等を上
乗せしている。
※ 令和８年度末までの時限措置

上乗せの対象 スキーム図
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施策名：デジタル人材育成のための「実践の場」開拓モデル事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

実務経験を積むための「実践の場」を提供し、生成AIを含むデジタル人材の育成を促進する。

他職種からIT人材に転職を目指す者のうち中高年齢者や、IT以外の産業分野の企業のDX推進のため、実践経験を積むための「実践
の場」を創出するモデル事業を実施し、その効果・課題等を検証する。

•中高年齢者のデジタル分野への就職が促進される。
•企業内でDXを推進する人材が育成されることで、企業のDX化が促進される。

令和５年度補正予算 18百万円
※労働特会（雇） 18百万円

人材開発統括官付政策企画室
（内線5963、5929）

② 対策の柱との関係

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○

【○生成ＡＩを含むデジタル人材育成のための「実践の場」を開拓するモデル事業の実施】

10



施策名：非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練試行事業（仮称）の実施

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

非正規雇用労働者等が働きながらでも学びやすく、自らの希望に応じた柔軟な日時や実施方法による職業訓
練を受講できるような仕組を構築し、非正規雇用労働者等のリ・スキリングの支援を行うことを目的とする。

在職中の非正規雇用労働者等の受講を前提とした様々な受講日程、実施手法等の職業訓練を試行的に実施することにより、非正規
雇用労働者等のキャリアアップに効果的な職業訓練の検証を行う。

非正規雇用労働者等のキャリアアップに効果的な職業訓練の検証を行う。

【○非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練試行事業（仮称）の実施】
令和５年度補正予算 74百万円
※労働特会（雇） 74百万円 人材開発統括官付訓練企画室

（内線5923）

② 対策の柱との関係

ア 対象者
主に非正規雇用労働者

イ 実施方法等
受講継続等に効果的であるスクーリング形式と、場所や時間を問わず受講
しやすいオンライン（オンデマンド、同時双方向）形式を効果的に組み合わせ
て実施することを想定。

ウ 受講継続等の支援策
実施機関において、受講継続勧奨や学習の進捗状況に応じた支援を担当
制で行う学習支援者の配置等を実施。

試行事業の内容 スキーム図

訓練効果・課題検証
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( 2 )  対 象 と な る 有 期 雇 用 労 働 者 等 の 要 件 緩 和 （ 拡 充 ）

施策名：キャリアアップ助成金による正社員転換を希望する非正規雇用労働者の正規化促進

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」）といったいわゆる非正規雇用労働者
の企業内のキャリアアップを促進するため、正社員化の取組を実施した事業主に対して助成

就業規則等に規定した制度に基づき、非正規雇用労働者を正社員（多様な正社員（勤務地・職務限定正社員、短時間正社員）を含む）
転換又は直接雇用した場合にキャリアアップ助成金（正社員化コース）を助成する。

正社員化を行った事業主に対し助成金を支給し、非正規雇用労働者の雇用の安定や処遇の改善を図り、多様な働き方を選択でき
るようにすることにより、労働市場の機能強化を図る。

【○キャリアアップ助成金による正社員転換を希望する非正規雇用労働者の正規化促進】 令和５年度補正予算 制度要求
雇用環境・均等局

有期・短時間労働課（内線5268）

② 対策の柱との関係

( 3 )  正 社 員 転 換 制 度 の 規 定 に 係 る 加 算 措 置 （ 新 設 ）

( 4 )  多 様 な 正 社 員 制 度 の 規 定 に 係 る 加 算 措 置 （ 拡 充 ）

現 行 拡 充

９.5万円 40万円

( 1 ) 助 成 金 の 金 額 （ １ 人 当 た り ）

「勤務地限定・職務限定・短時間正
社員」制度を新たに規定し、当該雇
用区分に転換等した場合
(１事業所当たり加算額(1事業所当たり1回のみ))

※ 有期雇用期間が通算５年を超えた有期雇用労働者は、転換前の雇用形態を無期雇用労働者とみなし、
「無期→正規」として助成対象とする。

※  現行：１期（６か月）で57万円助成

拡充後：２期（12か月）で80万円助成（1期あたり40万円）

※ 有期→正規の場合の助成額。無期→正規の場合は上記の半額。

※ 1人目の正社員転換時には、(3)または(4)の加算措置あり。

※ 国（都道府県労働局）で支給事務を実施。

現 行 拡 充

6か月以上３年以内 ６か月以上
対象となる有期雇用労働者等の
雇用期間

正社員化のさらなる促進のため、助成額を見直す（１）。

有期雇用期間が長期化している非正規雇用労働者に対する正社員化を支

援するため、支給要件の緩和を図る（２）。

正社員化に新たに取り組む事業主に対する支援を強化するため、正社員

転換制度の導入に係る加算措置を新設する（３）。

正社員化に当たり、「多様な正社員」の選択が可能となるよう、多様な

正社員制度の導入に係る支援を拡充する（４）。

※「無期→多様な正社員」の転換制度を新たに規定した場合も同額を加算。

新 設

20万円
（大企業 15万円）

正社員転換制度を新たに規定し、当該
雇用区分に転換等した場合
(１事業所当たり加算額(1事業所当たり1回のみ))

※「無期→正規」の転換制度を新たに規定した場合も同額を加算。
企 業 規 模 現 行 拡 充

中 小 企 業 57 万 円 80 万 円

大 企 業 42 万 7 .500 円 60 万 円

１人目の転換時に(1)＋(3)で

合計100万円（大企業75万円）助成

１人目の転換時に

(1)＋(4)で合計120万円

（大企業90万円）助成（大企業 7万1.250円）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○ ○

(大企業 30万円)
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施策名：産業雇用安定助成金（産業連携人材確保等支援コース）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

人材確保に向けた産業政策との連携を図るため、景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により

事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が行う、生産性向上に資する取組等を人材の確保・育成の面か

ら効果的に促すため、当該事業主に雇用される労働者の雇用の安定の確保と新たな人材の円滑な受け入れを支

援する。

景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた中小企業事業主等が生産性向上等に必要な

新たな人材を雇入れた場合に、当該事業主に対して当該人材に係る賃金の一部を助成する。

雇用される労働者の雇用の安定の確保につながるとともに、新たな人材の円滑な受け入れが促進される。

○助成額

中小企業 中小企業以外

250万円
（６か月ごとに125万円×２期）

180万円
（６か月ごとに90万円×２期）

○対象事業主
・景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた中小企業事業主等
・生産性向上等に必要な新たな人材を雇入れた事業主

○助成要件
補助事業の前後を通じて、労働者の雇用を確保した上で、生産性向上等に必要なスキル等を保有する
労働者（※）を１人以上、常時雇用する労働者として雇い入れること

○助成金支給までの流れ

補助金応募書類提出

助成金受給

採択審査委員会による審査・採択

新たな人材の雇入れ
（補助事業実施期間内）

労働局・ハローワークに支給申請
（雇入れから６か月及び12か月経過後）

※中小企業庁のものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金等の一部の枠において採択され、
交付決定を受けている事業主が本助成金の対象となります。

※専門的な知識等を有する年収350万円以上の者

令和５年度補正予算 制度要求
職業安定局雇用政策課
労働移動支援室
（内線5787、5878）

【○事業再構築等に必要な人材確保に対する支援の推進】

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○

補助金の交付申請・交付決定
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施策名：最低賃金の引上げに向けた環境整備を支援する業務改善助成金

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

最低賃金の引上げに向けた環境整備を図るため、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引上げを
図る中小企業・小規模事業者の生産性向上に向けた取組を支援する。

生産性向上に資する設備投資などを実施し業務改善を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げる中小企業・小規模
事業者に対し、その業務改善に要した経費の一部を助成する。

生産性向上に向けた設備投資などの費用を助成し、中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい環境を整備することで、持続的賃上
げの実現を図る。

【○最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援の促進】

令和５年度補正予算 180億円 労働基準局賃金課
（内線5348）

② 対策の柱との関係

【助成率】

【助成対象】

・中小企業事業者であること
・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること

900円未満 900円以上950円未満 950円以上

9/10 4/5(9/10) 3/4(4/5)

（）内は生産性要件を満たした事業場の場合

厚生労働省（都道府県労働局） 中小企業等

申請

助成

【実施主体等】

引き上げる
労働者数

引上げ額

30円 45円 60円 90円

1人 30（60） 45（80） 60（110） 90（170）

2～3人 50（90） 70（110） 90（160） 150（240）

4～6人 70（100） 100（140） 150（190） 270（290）

7人以上 100（120） 150（160） 230 450

10人以上(※) 120（130） 180 300 600

【助成上限額】（カッコ内は事業場規模30人未満の事業者）

（※）事業場内最低賃金が950円未満の事業者、コロナの影響により売上高等が15％減少し
た事業者又は物価高騰等により利益率が３％ポイント以上低下した事業者のいずれか

（単位：万円）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○
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施策名：人材確保対策推進事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

持続可能な社会保障制度の維持等、社会生活を支える職種について、安定的な労働力確保のため、人手不足が

深刻化している医療・介護・保育・建設・運輸・警備の分野について、産業政策と労働政策の連携した地域レベルの

取組を強化するとともに、ハローワークの積極的な人材確保支援を実施するための体制整備を行う。

（１）産業政策・労働政策が連携し、地域のニーズを踏まえた人材確保の取り組みを推進するためのコーディネーターを全労働局に配置する。

（２）特に介護分野において、離職率が高く、採用後の人材が定着しないなどの課題を抱える事業所に対して、人材確保と雇用管理改善を一貫して集中

的に支援するため、ハローワークの「人材確保対策コーナー」に配置するコーディネーターを増員する。

人手不足分野において、業界団体、地方自治体等の関係機関と連携した協議会を開催し、地域全体で人材確保の取り組みを推進し、各関係機関

の人材確保対策に関する取組の周知・広報、関連イベントの合同開催等を進めること等を通じ、人材確保を支援する。

特に介護分野の事業所への集中的な支援により、今後の高齢化の進展に伴う介護サービスの利用増に対応した介護人材を確保する。

【施策（１）】
【施策（２）】

就 職 支 援

コ ー デ ィ ネ ー タ ー

協議会による連携・情報共有
面接会・セミナーの開催

就 職 支 援

コ ー デ ィ ネ ー タ ー

求人条件緩和の助言・指導
事業見学会の開催

（人材確保対策コーナー）

令和５年度補正予算 68百万円
※労働特会（雇） 68百万円

職業安定局総務課
人材確保支援総合企画室
（内線5852）

【○人手不足分野における人材確保のためのハローワークの体制拡充】

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○
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施策名：求人の確保と求人充足サービスの充実

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

ハローワークに「求人者支援員」を配置し、求職者のニーズを踏まえた積極的な求人開拓を実施するとともに、求

人事業所に対し求人条件緩和等の助言をきめ細かく行うなどの求人充足に向けたサービスを実施し、求人者支援

の充実を図る。

求人者に対して、労働市場や求職者ニーズ、各種助成金制度等に係る情報提供、求人票の作成指導、求人条件の緩和指導、事業所情報の収集と求

職者への提供等、充足を図るためのきめ細かな相談・助言等を実施するため、求人者支援員を増員する。

求人者に対して、求人条件緩和や求人票の記載内容充実のための助言を行うなど、求人充足サービスの実施体制を拡充することにより、ハローワー

クにおけるマッチング機能を強化する。

求職者への情報提供
求人への応募勧奨

ハ ロ ー ワ ー ク

求 人 者 支 援 員

求 職 者

充足計画の策定、
フォローアップ

地域の労働市場情報
の分析

求職者ニーズの把握・分析 求人の要請

求人の提出

事 業 所 訪 問 等 に よ る

顔 の 見 え る 関 係 づ く り

求人充足サービス

求 人 事 業 所

求人条件緩和の助言
求人票の記載内容の充実のための助言
求人票以上の事業所情報の収集、求職者への提供
求職者情報、労働市場情報、各種助成金制度等の
情報提供

令和５年度補正予算 20百万円
※労働特会（雇） 20百万円

職業安定局総務課
首席職業指導官室
（内線5779）

【○人手不足分野における人材確保のためのハローワークの体制拡充】

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○
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施策名：シルバー会員未就業者及び女性高齢者社会参加促進事業
令和５年度補正予算 4.0億円

① 施策の目的

③ 施策の概要 ④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

移動手段がないなどの理由で未就業を選択する会員について、集合型の就業環境整備及び集中送迎体制の構

築により就業機会の確保を図るとともに、女性高齢者向けのシンポジウムの開催や就業体験、座談会等を通じて、

女性会員の拡充を図りながら、就業機会の増加に取り組み、会員が生きがい等を持って就業できる環境を整備する。

①未就業会員への就業環境整備事業（委託事業）

ア．集合就業環境の構築

シルバー会員の生きがいや健康増進、加えて労働力確保に資する取

組として、就業意欲はあっても加齢等により移動手段がない（免許証返

納）などの理由により未就業を選択する会員に対して、集合型の就業環

境を整備する。

イ．集中送迎体制の構築

集合型就業環境を構築することにより、移動手段の集中化を可能とす

ることで、集中送迎体制が構築でき、未就業会員が就業できる体制を構

築する。

②女性高齢者社会参加促進事業（委託事業）

60歳以上の高齢者で会員割合が低い女性高齢者に対し、センターの女

性職員や女性会員で組織する委員会により、シンポジウムの開催や就業

体験、座談会等を通じ、女性会員の拡充、就業機会の増加などシルバー

事業の活性化を図る。

未就業会員や女性高齢者の就業促進を図ることで、人手不足等の地域の課題解決につながることが期待される

シルバー人材センター

公民館等
（集合簡易就業場）

就業環境整備事業

地 方 自 治 体 等情報連携

【○シルバー人材（未就業者・女性高齢者を含む）の活躍促進に向けた支援】

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○ ○

職業安定局
高齢者雇用対策課
（内線5822）
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施策名：シルバー人材センターフリーランス新法就業環境整備促進事業

① 施策の目的

③ 施策の概要 ④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

フリーランス新法（以下「新法」）で義務化される就業条件の明示等に対応するため、シルバー人材センターにお

いて、デジタル機能を強化して事務処理の効率化・簡素化を図るとともに、事務処理を円滑かつ効率的に行えるよ

うにするための体制整備を行うことにより、会員に対する就業条件の明示義務等の適正な履行を図る。

①デジタル機能の強化（委託事業）

ア．就業条件作成機能

新法で義務化される就業条件の明示について、求められる就業条件をデ

ジタルの共通書式（以下「デジタル情報」）で作成するデジタル機能を強化し、

事務処理の効率化・簡素化を図る。

イ．デジタル情報格納機能強化

上記アで作成されるデジタル情報の従業条件について、個々の会員が電

子上で閲覧できる領域を構築することで、電磁的方法で新法の義務の履行

を可能とし、事務処理の効率化・簡素化を図る。

②事務処理スキームの適正な確保（補助事業）

新法施行時の円滑かつ効率的な事務処理や、会員に対して適正に就業条

件を明示できる体制確保等を図るため、事務処理体制の強化を図る。

新法の就業条件の明示義務等への対応の適正な履行により、会員が安心・安全に就業できる環境が整備され、人手不足対策が期待される。

全国シルバー人材センター事業協会

シルバー人材
センター

シルバー人材
センター

●デジタル機能強化
・就業条件作成機能
・デジタル情報格納機能

全国のセンターが利用のシステム業者との調整、各セン
ターへの導入調整

事務処理体制
の強化

令和５年度補正予算 11億円
職業安定局
高齢者雇用対策課
（内線5822）

【○シルバー人材（未就業者・女性高齢者を含む）の活躍促進に向けた支援】

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○ ○
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• 「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年11月２日閣議決定）において、「正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間の格差
の是正に向けて、同一労働・同一賃金制について、労働基準監督署による調査結果を踏まえ、基本給・賞与の差の根拠の説明が不十分な企
業等について、文書で指導を行い、経営者に対応を求めるなど、その施行を徹底する」とされたことを受け、同一労働同一賃金の更なる遵
守の徹底に向けた取組を行う。

労
働
基
準
監
督
署

都
道
府
県
労
働
局

雇
用
環
境
・
均
等
部(

室)

労働基準監督署による事実関係の確認

パート・有期雇用労働法
に基づく報告徴収等

都
道
府
県
労
働
局
長
に
よ
る

助
言
・
指
導
等
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法違反のない場合も
雇用管理改善を助言

働き方改革推進支援センターに

おける相談・コンサルティング

：既存の取組 ：昨年開始の取組 ：今回の取組

文書による点検要請

対象企業選定

待
遇
の
点
検
・
見
直
し

不
合
理
な
待
遇
差
の
是
正

法違反
の場合

同一労働同一賃金の更なる遵守の徹底に向けた取組
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施策名：年収の壁対策コールセンターの設置等

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

「年収の壁・支援強化パッケージ」に対する相談について、ワンストップで対応するコールセンター等を設置し、
増加する相談に対応する。

労働者や企業等からの相談にワンストップで対応するコールセンターの設置やチャットボットの導入

「年収の壁・支援強化パッケージ」に対して、社会保険制度(年金・医療保険)、事業主への助成制度や被保険者の被扶養確認等に
ついて多岐にわたる相談が多数寄せられ、複数の対策について丁寧かつわかりやすい説明を一カ所で回答できるよう、ワンストップ
で対応するコールセンター等を設置することにより、相談者の利便性を向上させる。

【○「年収の壁」への対応に向けた支援強化パッケージの推進】 令和５年度補正予算 5.4億円
※労働特会（雇） 1.8億円、一般会計 3.6億円

② 対策の柱との関係

雇用環境・均等局有期・短時間労働課（内線5265）
保険局保険課（内線3169）

年金局総務課年金広報企画室（内線3368）
年金局年金課（内線3335）

実施主体：国から民間業者へ委託

「 1 0 6 万 円 の 壁 」 対 応 「 1 3 0 万 円 の 壁 」 対 応

対象者は誰に
なるのか？

従業員に社会保険適
用促進手当を支払い
たいが注意すること
はあるか？

一時的に残業が増える
けれど、扶養から抜け
ないといけないの？

助成金の申請にはどのよう
な書類が必要なのか？

パート・アルバイトで働く方の、厚生年金保険や健康
保険の加入に併せて、手取り収入を減らさない取組
（社会保険適用促進手当を支給、賃上げによる基本給
の増額、所定労働時間の延長）を実施する企業に対し、
労働者１人当たり最大50万円を支援。

パート・アルバイトで働く方が、繁忙期に労働時間を
延ばすなどにより、収入が一時的に上がったとしても、
事業主がその旨を証明することで、引き続き被扶養者
認定が可能となる仕組みの創設。

年収106万円以上となることで、厚生年金保険・健
康保険に加入するため、保険料負担を避け、就業調
整してしまう。

年収130万円以上となることで、国民年金・国民健
康保険に加入するため、保険料負担を避け、就業調
整してしまう。

事業主
社会保険労務士

労働者

問い合わせ

コールセンター

ワ ン ス ト ッ プ で 対 応

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○
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キャリアアップ助成金：社会保険適用時処遇改善コース

社 会 保 険 適 用 時 処 遇 改 善 コ ー ス

新たに被用者保険を適用するとともに、労働者の収入を増加させる取組を行う事業主に対して助成。

一事業所当たりの申請人数の上限を撤廃。

令和７年度末までに労働者に被用者保険の適用を行った事業主が対象。

支給申請に当たり、提出書類の簡素化など事務負担を軽減。

要 件 1人当たり助成額

① 賃 金 の 1 5 ％ 以 上 分 を 労 働 者 に 追 加 支 給 ※ 1
1 年 目

２0万 円

② 賃 金 の 1 5 ％ 以 上 分 を労働者に追加支給※ 1

するとともに、3年目以降、以下③の取組
が行われること

2 年 目

２0万 円

③賃金の18％以 上 を 増 額 ※ 2 さ せ て い るこ と
3 年 目

10万 円

週 所 定 労 働 時 間
の 延 長 賃 金 の 増 額 1 人 当 た り 助 成 額

① ４ 時 間 以 上 ー

30万 円

②
3 時 間 以 上
4 時 間 未 満

5 % 以 上

③ 2 時 間 以 上
3 時 間 未 満

10 % 以 上

④ １ 時 間 以 上
2 時 間 未 満

1５ % 以 上

短時間労働者が新たに被用者保険の適用となる際に、労働者の収入を増加させる取組を行った事業主に対して、一定期間助成を行う

ことにより、壁を意識せず働くことのできる環境づくりを後押しするため、コースを新設し、複数のメニューを設ける。

（１）手当等支給メニュー（手当等により収入を増加させる場合） （２）労働時間延長メニュー（労働時間延長を組み合わせる場合）
＜現行の短時間労働者労働時間延長コースの拡充＞

（３）併用メニュー
１年目に（１）の取組による助成（20万円）を受けた後、
２年目に（２）の取組による助成（30万円）を受けることが可能。

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・①、②の賃金は標準報酬月額及び標準賞与額、③の賃金は基本給。
・１、２年目は取組から６ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）。

３年目は６ヶ月後に支給申請。

※１ 一時的な手当（標準報酬月額の算定に考慮されない「社会保険適用促進手
当」）による支給も可。

※２ 基本給のほか、被用者保険適用時に設けた一時的な手当を恒常的なものとす
る場合、当該手当を含む。労働時間の延長との組み合わせによる増額も可。
また、２年目に前倒して③の取組（賃金の増額の場合のみ）を実施する場合、
３回目の支給申請でまとめて助成（30万円）。

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・取組から６ヶ月後に支給申請。
・賃金は基本給。
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①手当等支給メニュー

会社概要

パート社員Aさんのヒアリング結果

事業所の課題

中小企業：スーパー（小売業）

従業員数：120人

被保険者数：100人超

事業内容：店舗運営

販売等
• 将来に備え、できれば社会保険に加入したい。
• ２年後には子どもが中学校に入学し、労働時間を延ばすこと

が可能。

• 就業調整によりパート社員がシフトを減らすようになり、
人手不足に。

• 特定の業務内容しか任せられないことから、生産性が上が
らないことが課題。

現在の働き方

• 週所定労働時間20時間
• 月・火・木・金 9:00～15:00

（実働５時間/日）
• 時給1,000円
• 社会保険未加入・雇用保険加入
• 業務内容：レジ打ち、品出し・陳列

○パート社員Aさんの場合

３年目の働き方

• 週所定労働時間22時間
• 月・火 9:00～16:00（実働６時間/日）

木・金 9:00～15:00（実働５時間/日）
• 時給1,124円
• 社会保険・雇用保険加入
• 業務内容：レジ打ち、品出し・陳列、

在庫管理

※ 資本金の額又は出資の総額により、助成金の要件上、中小企業事業主に該当する事例。
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手取り年収

約92万円

108万円

標準報酬月額
8.8万円

標準報酬月額の
算定に考慮しない

労働者

手取り
108万円

保険料約16万円

2 年 目

（時給1,082円）

社会保険適用促進手当

約16万円(15%分)

手取り年収

約95万円

保険料約18万円

113万円
標準報酬月額

9.8万円

労働者

手取り
113万円 129万円

標準報酬月額
11.0万円

手取り年収

約109万円

保険料約20万円

労働時間を２時間伸ばし、
基本給（時給）を8％増額

３ 年 目

労働者

手取り
109万円

（時給1,124円）週22時間

１ 年 目

週20時間 週20時間（時給1,040円）

週20時間
（時給1,000円）

年収

約104万円

社会保険適用

キャリアアップ
計画書の提出

支給申請
（4回目）

支給申請
（５回目）

支給申請
（２回目）

2ヶ月 2ヶ月 2ヶ月

支給申請
（１回目）

2ヶ月

支給申請
（３回目）

2ヶ月

６ヶ月 ２年 2年６ヶ月

助成額：10万円
助成額：20万円
（10万円×２回）

助成額：20万円
（10万円×２回）

取組の流れ

現 在

合わせて
１年目から18％の増額

１年 １年6ヶ月

社会保険適用促進手当

約18万円(15%分)
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会社概要

パート社員Bさんのヒアリング結果

事業所の課題

○パート社員Bさんの場合

②労働時間延長メニュー

中小企業：介護事業

従業員数：150人

被保険者数：100人超

事業内容：介護施設における

利用者の介助等

• 介護職のなり手がおらず常に人手不足。事業所内の職員を
教育する人材も不足しており、解決が急務。

• 就業調整を行うパート社員が増え、一層の人手不足に。

• 子どもが小学校高学年になり、多少手が離れたことから、
労働時間を延長することが可能になった。

現在の働き方

• 週所定労働時間20時間
• 月・火・木・金 10:00～16:00

（実働５時間/日）
• 時給1,000円
• 社会保険未加入・雇用保険加入

労働時間延長後の働き方

• 週所定労働時間23時間
• 月・火・木 10:00～17:00

（実働６時間/日）
金 10:00～16:00

（実働５時間/日）
• 時給1,050円
• 社会保険・雇用保険加入

24



年収

約104万円

週20時間

３時間延長

週23時間

（時給1,050円）

手取り年収

約107万円

126万円

手取り
107万円

労働者

標準報酬月額
10.4万円

保険料約19万円（時給1,000円）

2ヶ月

週４日出勤のうち、
週３日の労働時間を１日１時間延ばし、

時給を５％アップ

助成額：30万円

取組の流れ

現在

社 会 保 険 適 用

キャリアアップ計画書の提出 支給申請

6ヶ月
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社会保険適用促進手当について

概 要 要 件 等

○ 短時間労働者への被用者保険の適用を促進するた
め、非適用の労働者が新たに適用となった場合に、
事業主は、当該労働者の保険料負担を軽減するため、
「社会保険適用促進手当」を支給することができる
こととする。
※ 当該手当などにより標準報酬月額・標準賞与額の15％以上分を追加支給
した場合、キャリアアップ助成金の対象となりうる。

○ 「社会保険適用促進手当」は、給与・賞与とは
別に支給するものとし、新たに発生した本人負担分
の保険料相当額を上限として、保険料算定の基礎と
なる標準報酬月額・標準賞与額の算定に考慮しない
こととする。
※ 同一事業所内で同じ条件で働く他の労働者にも同水準の手当を

特例的に支給する場合には、社会保険適用促進手当に準じるものと
して、同様の取り扱いとする。

①対象者
標準報酬月額が10.4万円以下の者

②報酬から除外する手当の上限額
被用者保険適用に伴い新たに発生した本人負担分の保険料
相当額とする。

※令和５年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国平均）
10.0％、介護保険料率1.82％の場合の本人負担分保険料相当額

③期間の上限
最大２年間の措置とする。

標準報酬月額 8.8万円 9.8万円 10.4万円

上限額（年額） 15.9万円 17.7万円 18.8万円

（例）年収106万円（標準報酬月額8.8万円）で勤務する者が、令和６年10月の適用拡大により適用となった際に本手当を利用した場合の試算

被用者保険適用前

被用者保険適用後

手当の支給なし
手当の支給あり

保険料の算定対象とする場合
手当の支給あり

保険料の算定対象としない場合

算定対象となる
年収

106万円 106万円 122万円
106万円

（対象外 手当16万円）

本人負担分の
保険料

― 16万円 18万円 16万円

手取り収入 106万円 90万円 103万円 106万円

事業主の
追加負担

― 16万円
（保険料16万円）

34万円
（手当16万円、保険料18万円）

32万円
（手当16万円、保険料16万円）

労働者・企業
共に２万円の

負担減！

※保険料率は、令和５年度の厚生年金保険料率18.3％、健康保険料率（協会けんぽの全国平均）10.0％、介護保険料率1.82％の合計（30.12％）で計算 26



○ 被扶養者認定においては、過去の課税証明書、給与明細書、雇用契約書等を確認しているところ、
短時間労働者である被扶養者（第３号被保険者等）について、一時的に年収が130万円以上となる場
合には、これらに加えて、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的な収入変動である旨の事業主
の証明を添付することで、迅速な被扶養者認定を可能とする。

※ あくまでも「一時的な事情」として認定を行うことから、同一の者について原則として連続２回までを上限とする。

概 要

（例）被扶養者の範囲内で働く予定（月収10万円）であったが、残業により収入増になった場合

R4.1 R5.10 R6.10
残業発生

１年間（R4.10～R5.9）の将来
収入見込み：120万円
⇒ 被扶養者認定

月収（見込み）10万円

被
扶
養
者
資
格
確
認

R4.10

採
用

被
扶
養
者
資
格
確
認

＜特例措置＞
収入見込額が130万
円以上であっても、
一時的な収入変動で
ある旨の事業主の証
明により迅速に認定。

被
扶
養
者
資
格
確
認

①
人手不足による残業によ
り月収見込みが12万円に

月収（見込み）12万円

残業発生
月収（見込み）12万円

事業主の証明による被扶養者認定の円滑化
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企業の配偶者手当の見直しの促進

課 題

令和６年春の賃金見直しに向けた労使の話し合いの中で配偶者手当の見直しも議論されるよう、以下の対応を

実施。

① 中小企業においても配偶者手当の見直しが進むよう、見直しの手順をフローチャートで示す等わかりやすい

資料を作成・公表する。

② 配偶者手当が就業調整の一因となっていること、配偶者手当を支給している企業が減少の傾向にあること等

を各地域で開催するセミナーで説明するとともに、中小企業団体等を通じて周知する。

（参考）見直しの具体例：配偶者手当を廃止又は縮小し、基本給や子どもへの手当を増額

具 体 的 な 対 応

57.3%
53.8%

42.9%

57.5% 55.8%
53.6%

52.9%

50.2% 48.8%

40%

50%

60%

H28 H31 R４
500～ 100～499 50～99

① 収入要件のある配偶者手当が、社会保障制度とともに、就業

調整の要因となっているとされている。

② 配偶者手当の見直しは、現在支給されている人にとっては不

利益変更となりうるため、労働契約法や判例等に留意した対応

が必要。

③ 配偶者手当の見直しの必要性・メリット・手順等について、

企業等への理解を深めることが必要。
出典: 「職種別民間給与実態調査」(人事院)を加工して作成。
※ 同調査の結果を用いて、配偶者に家族手当を支給し、かつ、
配偶者の収入による制限がある事業所について算出。

（参考）一般職国家公務員については、平成29年に、配偶者に係る扶養手当の減額と子に係る扶養手当の増額を行っている。

また、令和５年 人事院 公務員人事管理に関する報告において、さらなる見直しの検討を進めることが盛り込まれている。

配偶者手当（収入制限あり）支給状況（規模別）

（人）
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【参考】「年収の壁」に関する適用関係（イメージ）

第３号被保険者（被扶養者）の収入等が増加したことにより、被扶養者でなくなる場合、本人が①厚生年金保険・

健康保険に加入するか、②国民年金・国民健康保険に加入することになり、社会保険料の負担が発生する。

本人
22,700円/月

本人負担なし

●保険料負担

●給付

基礎年金（終身）

基礎年金（終身）

本人
12,500円/月

●保険料負担（※３）

●給付

基礎年金（終身）

厚生年金（終身）

会社
12,500円/月

厚生年金保険・健康保険加入（※１）
・従業員 100人超の企業（※２）に勤務の場合
・年収106万円以上
・週労働時間20時間以上

●給付

●保険料負担（※４）

第３号被保険者（被扶養者）

国民年金・国民健康保険加入
・上記以外の場合
・年収130万円以上

第２号被保険者

第１号被保険者

さらに医療保険から
傷病手当金・出産
手当金を受給でき
るようになる。

保険料負担が発生
するが、給付に変化
はない。

※１ 令和6年10月には、従業員50人超の企業まで拡大。更なる適用拡大に向け、引き続き検討を行う。

※２ 「従業員数」は企業の「厚生年金保険の適用対象者数（被保険者数）」で判断。具体的には、フ

ルタイムの従業員数と、週所定労働時間及び月所定労働日数がフルタイムの4分の3以上の従業員数

を合計した数。

※３ 年収106万円（標準報酬月額8.8万円）の者に係る厚生年金保険料、健康保険料の合計。

※４ 年収130万円の者に係る国民年金保険料、国民健康保険料の合計。 29



中小企業の人材確保について

令和6年３月

九州経済産業局



2

中小企業の雇用状況

⚫ 業種別に見た従業員数過不足ＤＩによると、すべての業種でマイナスとなっており、中小企業の
人手不足感は強くなっている。

（出典）独立行政法人中小企業基盤整備機構「第174回中小企業景況調査（2023年10月-12月期）」



構造的な人手不足～労働供給面からの状況～

⚫ 足下の男性・女性・高齢者別の労働参加率は、いずれも世界最高水準になっており、労働参加
が天井に近くなっている可能性がある。

男性（15~64歳）、女性(15~64歳)、高齢者(65歳以上)の労働参加率

（出所）OECD.stat

86.7 

60

70

80

90

日 米 英 仏 独

男性
(15~64歳)

（%）

74.3 

30

40

50

60

70

80

女性
(15~64歳)

25.6 

0

10

20

30

1990 2000 2010 2022

高齢者
(65歳以上)

（出典）R5.11.7第17回産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 資料３（事務局説明資料） 3



エンゲージメント
（社員の定着）

リスキリング
(社員の育成)

売上向上
(ブランディング)

イノベーション
(新事業・事業拡大)

生産性向上
(DX・省力化)

人事改革

就職氷河期

販路開拓

経営力向上

業務効率化

人材戦略の検討 人材戦略の実行

Step 01 セミナー Step 03 ジョブマッチング

⚫ 「人材戦略パッケージプログラム」を実施し、副業兼業、女性、高齢者、氷河期世代などの多様な
人材の確保・育成・定着を支援。

⚫ 令和６年度は、特に外部人材（副業・兼業）活用による人材戦略構築を促進する。

人
事
領
域

経
営
領
域

人的資本経営
採用

戦略構築
副業・兼業
戦略構築

リスキリング
戦略構築

採
用
前
後
フ
ォ
ロ
ー

正社員

副業・兼業

コーディネーター支援

人材戦略パッケージプログラム2024
Step 02 ワークショップ

副業兼業人材の活用イメージの醸成

カテゴリ

人材戦略の準備

必要な成果目標とロードマップの設計 成果目標の達成に必要な人材の確保

人材戦略パッケージプログラム
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省力化投資のための支援策（省力化等補助金の創設）・賃上げ促進税制の強化

制度概要 予算額 補助率 補助上限額

中小企業省力化投資補助金

IoT、ロボット等の人手不足解消に効果があ

る汎用品をカタログに掲載し、中小企業等が
選択して導入することで、簡易で即効性のあ
る省力化投資を促進

1,000億円 1/2 200～1,000万円

中堅・中小企業の賃上げに
向けた省力化等の大規模成
長投資補助金

中堅・中小企業が持続的な賃上げを目的に、
足元の人手不足に対応するための省力化
等による労働生産性の向上と事業規模の拡
大を図るために行う工場等の拠点新設や大
規模な設備投資に対して補助

1,000億円 1/3 50億円

大
企
業

中
小
企
業

中
堅

継続雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
  訓練費
（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％

＋10％
５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

プラチナえるぼし

５％
上乗せ

35％
＋４％ 15％

＋５％ 20％

＋７％ 25％

＋３％ 10％
＋10％

５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

えるぼし三段階目以上

５％
上乗せ

35％
＋４％ 25％

※措置期間：３年間 ※５年間の繰越控除制度（中小のみ）※赤字が改正箇所

全雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋５％

10％
上乗せ

くるみん
ｏｒ

えるぼし二段階目以上

５％
上乗せ

45％
＋2.5％ 30％

賃
上
げ
促
進
税
制

令
和
5

年
度
補
正
予
算

5



参考
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標
それぞれ以下の達成を目指す。

【ものづくり補助金】

・付加価値額が事業終了後3年で9％以上向上する事業者割合が50％

・事業化を達成した事業者の給与支給総額が、事業終了後５年時点で、年率平均＋1.5％以上向上

【持続化補助金】

・事業終了後１年で販路開拓につながった事業者の割合を80％以上

【IT導入補助金】

・補助事業者全体の労働生産性が、事業終了後3年で、9％以上向上すること

【事業承継・引継ぎ補助金】

・事業承継・引継ぎ補助金の補助事業者（経営革新事業）について、補助事業者全体の付加価値額が、事業
終了後5年で、＋15％以上向上すること

事業目的
生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者の設備投資、IT導入、
国内外の販路開拓、事業承継・引継ぎを補助し、切れ目なく継続的に、
成長投資の加速化と事業環境変化への対応を支援することを目的とす
る。

事業概要
（1）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
中小企業等が行う、革新的な製品・サービスの開発、生産プロセス等の
省力化に必要な設備投資等を支援する。

（2）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取
組を支援する。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推
進、サイバーセキュリティ対策、インボイス制度への対応等に向けたITツー
ルの導入を支援する。

（４）事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）
事業承継・Ｍ＆Ａ・グループ化後の新たな取組（設備投資、販路開拓
等）や、Ｍ＆Ａ時の専門家活用費用等を支援する。

中小企業生産性革命推進事業
令和５年度補正予算額 2,000億円

（1）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（2）中小企業庁経営支援部 小規模企業振興課

（3）中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

（3）中小企業庁 経営支援部 商業課

（3）商務情報政策局 サイバーセキュリティ課

（4）中小企業庁事業環境部 財務課

補助
（1/2、2/3等）独立行政法人

中小企業基盤整備機構
中小
企業等

国
補助 民間

団体等

補助
（定額）
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⚫ ものづくり補助金、IT導⼊補助金の審査での優遇

現行制度

• 「ものづくり補助金」は、革新的なサービス開発・試作品開発、生産プロセスの改善に必要な設備
投資等を支援する制度。

• 「IT導入補助金」は、労働生産性の向上を目的として、業務の効率化やDX等に向けたITツー
ル等の導入費用を支援する制度。

• 厳しい経営状況においても、最低賃金引上げ幅以上に賃上げの努力を行う企業を応援するため
、以下の要件を満たす場合に、採択審査において加点措置を実施。

➢ 事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋30円以上の⽔準にする。

改正内容

• 上記の加点措置に加え、以下の要件を満たす場合、採択審査において更なる加点措置を実施。

➢ 事業場内最低賃金を改定後の地域別最低賃金＋50円以上の⽔準にする。

予算額︓累計 1兆3,601億円の内数
R1年度補正:3,600億円、R2年度補正:4,000億円、 

R3年度補正:2,001億円、R4年度補正︓2,000億円

R5年度補正:2,000億円 ※いずれも内数

⚫ 周知・相談時の厚生労働省との連携強化

• 新たに、厚生労働省の業務改善助成金、中小企業庁の生産性向上支援策を両⽅掲載したリーフレットを
共同で作成し、それぞれの拠点を活用して、相互に支援策の周知を行う。

➢ 厚生労働省の労働局・働き⽅改革推進支援センター（全国47か所）及び労働基準監督署（全国321か所）におい
て、中小・小規模企業の支援に関する相談を受ける際に、中小企業庁のよろず支援拠点や各種補助金を紹介する。

➢ 中小企業庁のよろず支援拠点（全国47か所）において、中小・小規模企業の支援に関する相談を受ける際に、内容
に応じ、厚生労働省の働き⽅改革推進支援センター及び業務改善助成金を案内する。 8

（参考）令和5年度最低賃金引上げに対する中小・小規模企業の生産性向上への支援強化 補助金



事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標

付加価値額の増加、従業員一人当たり付加価値額の増加等を
目指す。

中小企業省力化投資補助事業（中小企業等事業再構築促進事業を再編）

令和５年度補正予算案額 1,000億円
中小企業庁経営支援部 技術・経営革新課

中小企業庁長官官房 総務課

事業目的

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人
手不足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援する。
これにより、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃
上げにつなげることを目的とする。

事業概要

ＩｏＴ、ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カ
タログ」に掲載し、中小企業等が選択して導入できるようにするこ
とで、簡易で即効性がある省力化投資を促進する。

補助

（1/2）独立行政法人
中小企業基盤整備機構

中小
企業等国

補助

（基金）

※なお、中小企業等事業再構築促進基金を用いて、これまで実
施してきた、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に
対応するための新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国
内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、企業の思い
切った事業再構築の支援については、必要な見直しを行う。

枠 申請類型 補助上限額 補助率

省力化投資補助枠
（カタログ型）

従業員数5名以下
200万円(300万円)

従業員数6~20名
500万円(750万円)

従業員数21名以上
1000万円(1500万円)

※賃上げ要件を達成した場合、
（）内の値に補助上限額を
引き上げ

1/2

※これまで実施してきた中小企業等事業再構築促進事業のスキーム

9
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カタログ掲載を通じた投資補助事業

カタログを通じた汎用製品（IoT、ロボット等）の導⼊支援イメージ

・無人監視システム・検品・仕分けシステム

（ベンダーによる機器等の導入における設定等のサポートを想定）

・無人搬送ロボット

⚫ 変革期間から3年間において、人手不足に苦しむ中小企業の省力化投資を協力に支援。

⚫ カタログから選ぶような汎用製品※の導⼊を補助することで、簡易で即効性がある支援措置を新たに実施する。

※個々の事業の実情に合わせた効率化・高度化についても措置を講じ、一体的に運用

・キャッシュレス型自動券売機

https://jp.freepik.com/free-photo/automated-guided-vehicle-loading-
boxes_18321421.htm#query=agv&position=14&from_view=keywor
d&track=sph

著作者：user6702303／出典：Freepik
https://jp.freepik.com/free-vector/smart-industry-
icon_23182671.htm#query=%E6%A4%9C%E5%93%81%E8%A
3%85%E7%BD%AE&position=31&from_view=search&track=ais

著作者：macrovector／出典：Freepik
https://www.freepik.com/free-vector/realistic-video-
surveillance-camera-side-view-vector-
illustration_23505496.htm#query=%E7%9B%A3%E
8%A6%96%E3%82%AB%E3%83%A1%E3%83%A9
&position=29&from_view=search&track=ais

Image by macrovector on Freepik 提供：ピクスタ
https://pixta.jp/illustration/91446448
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補助金



中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金

令和5年度補正予算額 1,000億円（国庫債務負担含め総額3,000億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

地域の雇用を支える中堅・中小企業が、足元の人手不足等の
課題に対応し、成長していくことを目指して行う大規模投資を促
進することで、地⽅においても持続的な賃上げを実現する。

経済産業政策局産業創造課

地域経済産業グループ地域企業高度化推進課

成果目標

大規模投資を通じた労働生産性の抜本的な向上と事業規模の
拡大により、対象事業に関わる従業員の1人当たり給与支給総
額が、地域別の最低賃金の伸び率を超える伸び率を実現する。

事業概要

中堅・中小企業が、持続的な賃上げを目的に、足元の人手不
足に対応するための省力化等による労働生産性の抜本的な向
上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設や大
規模な設備投資に対して補助を行う。

民間企業等国
中堅・中小
企業

補助

（定額）

補助

（1/3）

• 補助上限額 50億円

※投資下限額は10億円
※コンソーシアム形式により参加企業の投資額の合計が

10億円以上となる場合も対象（ただし、一定規模以
上の投資を行う中堅・中小企業がいる場合に限る。）

11

補助金



賃上げ促進税制の拡充及び延長（所得税・法人税・法人住民税・事業税）

⚫ ３０年ぶりの高い⽔準の賃上げ率を一過性のものとせず、構造的・持続的な賃上げを実現することを目指す。

令和6年度税制改正

大
企
業

中
小
企
業

※１ 「資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上」又は「従業員数2,000人超」のいずれかに当てはまる企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出を行うこと
が適用の条件。それ以外の企業は不要。

※２ 従業員数2,000人以下の企業（その法人及びその法人との間にその法人による支配関係がある法人の従業員数の合計が１万人を超えるものを除く。）が適用可能。
ただし、資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。

※３ 中小企業者等（資本金１億円以下の法人、農業協同組合等）又は従業員数1,000人以下の個人事業主が適用可能。
※４ 継続雇用者とは、適用事業年度及び前事業年度の全月分の給与等の支給を受けた国内雇用者（雇用保険の一般被保険者に限る）。
※５ 全雇用者とは、雇用保険の一般被保険者に限られない全ての国内雇用者。
※６ 税額控除額の計算は、全雇用者の前事業年度から適用事業年度の給与等支給増加額に税額控除率を乗じて計算。ただし、控除上限額は法人税額等の20％。
※７ 教育訓練費の上乗せ要件は、適用事業年度の教育訓練費の額が適用事業年度の全雇用者に対する給与等支給額の0.05％以上である場合に限り、適用可能。
※８ 繰越税額控除をする事業年度において、全雇用者の給与等支給額が前年度より増加している場合に限り、適用可能。

中
堅
企
業

継続雇用者※４

給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

※６

教育
  訓練費※７

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％

＋10％
５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

プラチナえるぼし

５％
上乗せ

35％
＋４％ 15％

＋５％ 20％

＋７％ 25％
※１

※２

※３

継続雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％
＋10％

５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

えるぼし三段階目以上

５％
上乗せ

35％
＋４％ 25％

継続雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 15％

＋20％
５％
上乗せ

30％
＋４％ 25％

ー ー

ー ー

全雇用者※５

給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋５％

10％
上乗せ

くるみん
ｏｒ

えるぼし二段階目以上

５％
上乗せ

45％
＋2.5％ 30％

全雇用者
給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋10％

10％
上乗せ

40％
＋2.5％ 30％

改正後 【措置期間：３年間】 改正前 【措置期間：２年間】

中小企業は、賃上げを実施した年度に控除しきれなかった金額の５年間の繰越しが可能※８。
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各支援策担当一覧

支援施策 担当窓口

【省力化】
・中小企業省力化投資補助事業

産業部 経営支援課
TEL︓092-482-5444

【省力化】
・中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大
規模成長投資補助金

地域経済部 企業成長支援課
TEL︓092-482-5435

【税制】
・賃上げ促進税制

地域経済部 地域経済課 産業人材政策室
TEL︓092-482-5504
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（問い合わせ先）
九州経済産業局

地域経済部産業人材政策室
０９２－４８２－５５０４
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労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針について

令 和 ６ 年 ３ 月
内 閣 官 房
公 正 取 引 委 員 会



労務費の転嫁の現状

1

特別調査の結果、原材料価格やエネルギーコストに比べ、労務費の転嫁が進んでいない結果がみられた。
（コスト別の転嫁率<中央値>︓原材料価格（80.0%）、エネルギーコスト（50.0%）、労務費（30.0%））

特別調査の回答者からの声としては、労務費の転嫁の交渉実態として、価格転嫁を認めてもらえたとする声がある
一方で、以下の声があった。
 労務費の上昇分は受注者の生産性や効率性の向上を図ることで吸収すべき問題であるという意識が発注者に根強

くある。
 交渉の過程で発注者から労務費の上昇に関する詳細な説明・資料の提出が求められる。
 発注者との今後の取引関係に悪影響（転注や失注など）が及ぶおそれがある。

63.6%7.3%

29.1% 34.3%

9.4%
56.3%

27.7%

11.5%60.8%

11.2%

13.6%

75.2%

18.3%

20.5%61.2%
55.2%

21.3%

23.5%

32.4%

39.7%

41.9%

46.3%

56.8%

57.9%

62.7%

67.6%

60.3%

58.1%

53.7%

43.2%

42.1%

37.3%

労務費 その他

ビルメンテナン
ス業及び警備業

ビルメンテナンス業及び警備業

コストに占める労務費の割合の
高い業種

映像・音声・文字情報制作業

情報サービス業 技術サービス業

不動産取引業 道路貨物運送業

情報サービス業

技術サービス業

映像・音声・文字
情報制作業

不動産取引業

道路貨物運送業

全業種平均

価格転嫁を要請
していない受注
者が多いものの、
要請した場合は
労務費の転嫁率
が高い（90%以
上）受注者が多
い。

労務費の上昇を
理由として要請
してもその転嫁
率が低い（10％
未満）受注者が
多い。

価格転嫁を要
請していない
受注者が多い
ものの、要請
した場合は労
務費の転嫁率
が高い（90%
以上）受注者
が多い。

労務費の上昇
を理由として
要請してもそ
の転嫁率が低
い（10％未
満）受注者が
多い。

要請した（労務費の上昇を理由とした） 要請した（労務費の上昇を理由としていない） 要請していない

労務費の割合の高い業種の転嫁の状況
労務費の割合の高い業種の中には要請ができていない業種がみられるが、その業種の中でも要請している受注者は価格転嫁が認められている。



特別調査における事業者からの指摘事項（項目別）

2

項目 事業者からの指摘事項 本指針の対応部分

本社（経営トップ）の
関与

●交渉現場の担当者からすれば労務費上昇分の価格転嫁を認めない行動
を取ることが、発注者の短期的な利益（コスト増の回避）につながり、
業績として評価されることになるので転嫁に応じてもらえない。

発注者としての行動①

発注者側からの定期的
な協議の実施

●約３０年前の取引開始以降、一度も価格改定がなされていない。
●実質的にはスポット取引とはいえない取引であるにもかかわらずス
ポット取引と認識している発注者から価格交渉の打診を受けたことが
なく、取引開始以降、価格が据え置かれている。

●基本的にどの発注者からも長年据え置かれてきた。

発注者としての行動②

説明・資料を求める場
合は公表資料とするこ
と

●発注者から当社のコスト構造を明らかにする資料の提出を求められた
が、明らかにしたくないため労務費の転嫁の要請を断念した。 発注者としての行動③

要請があれば協議の
テーブルにつくこと

 取引上の立場が弱い受注者からは、労務費の転嫁の協議を求めると契
約の打切りなど、不利益を受けるのではないかとの心配から協議を持
ちかけられない。

 燃料費の上昇分の価格転嫁は認められたが、それ以外の労務費などに
ついては交渉のテーブルについてくれなかった。

発注者としての行動⑤

必要に応じ考え方を提
案すること

 発注者が自ら用意した労務費の転嫁の交渉用のフォーマットによる価
格転嫁の申出しか受け付けておらず、当該フォーマットで計算した結
果、当社が本来求めたかった額より低い額となった。

発注者としての行動⑥



労務費の適切な転嫁に向けた取組事例（項目別）

3

項目 事業者の取組事例 本指針の対応部分

本社（経営トップ）の
関与

○受注者からの要請の有無にかかわらず１年に１回以上の価格交渉をす
ること等を内容とする代表取締役からの指示を社内で周知した。 発注者としての行動①

発注者側からの定期的
な協議の実施

○受注者に対し、労務費を含めたコストアップによる価格転嫁の必要性
についての協議を呼びかける文書を定期的に送付している。 発注者としての行動②

説明・資料を求める場
合は公表資料とするこ
と

○最低賃金なり厚生労働省の統計といった公表資料から大まかな賃金の
傾向が確認できれば、わざわざ受注者の労務費が実際に上がっている
かといった個社の労務費の状況までは聞かずに受注者が求める額を受
け入れることとしている。

発注者としての行動③

サプライチェーン全体
での適切な価格転嫁を
行うこと

○毎月実施している直接の取引先である受注者（一次取引先）との会合
において、二次取引先以降の値上げも含めて当社に転嫁を求めてくる
ように声かけをしている。

発注者としての行動④

要請があれば協議の
テーブルにつくこと

○受注者から従業員の賃金を引き上げるために翌期の契約金額の引上げ
を求められたところ、翌期の作業内容に変更はなかったものの、双方
合意の金額にて取引価格を引き上げた。

発注者としての行動⑤

必要に応じ考え方を提
案すること

○労務費の転嫁のやり方が分からないと受注者から相談を受けた際、他
の受注者による算定式として最低賃金の上昇率や物価上昇率を基に要
請額を算定した例を紹介している。

発注者としての行動⑥



労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針①

発注者として採るべき行動／求められる行動
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★行動①︓本社（経営トップ）の関与
①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる取組

方針を具体的に経営トップまで上げて決定すること、②経営トッ
プが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方法で社内外に
示すこと、③その後の取組状況を定期的に経営トップに報告し、
必要に応じ、経営トップが更なる対応方針を示すこと。

★行動②︓発注者側からの定期的な協議の実施
受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求められ

ていなくても、業界の慣行に応じて１年に１回や半年に１回など
定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を設けること。
特に長年価格が据え置かれてきた取引や、スポット取引と称して
長年同じ価格で更新されているような取引においては協議が必要
であることに留意が必要である。
協議することなく長年価格を据え置くことや、スポット取引と

はいえないにもかかわらずスポット取引であることを理由に協議
することなく価格を据え置くことは、独占禁止法上の優越的地位
の濫用又は下請代金法上の買いたたきとして問題となるおそれが
ある。

★行動③︓説明・資料を求める場合は公表資料とすること
労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合

は、公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上
昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料を用いて提示して
希望する価格については、これを合理的な根拠のあるものとして尊
重すること。

★行動④︓サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと
労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライ

チェーン全体での適切な価格転嫁による適正な価格設定を行うため、
直接の取引先である受注者がその先の取引先との取引価格を適正化
すべき立場にいることを常に意識して、そのことを受注者からの要
請額の妥当性の判断に反映させること。

★行動⑤︓要請があれば協議のテーブルにつくこと
受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求められた

場合には、協議のテーブルにつくこと。労務費の転嫁を求められたこ
とを理由として、取引を停止するなど不利益な取扱いをしないこと。

★行動⑥︓必要に応じ考え方を提案すること
受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、必要

に応じ労務費上昇分の価格転嫁に係る考え方を提案すること。

本指針
の性格

 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。
 労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの行動指針に沿った行為を行うことが必要。
 本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合には、公

正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処することを明記。
 他方で、記載された発注者としての行動を全て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及び下請代金法上の問題が生じな

い旨を明記。

4



労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針②
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★行動②︓交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管
価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で保管する

こと。

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動

★行動①︓定期的なコミュニケーション
定期的にコミュニケーションをとること。

★行動①︓相談窓口の活用
労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について、国・地方公

共団体の相談窓口、中小企業の支援機関（全国の商工会議所・
商工会等）の相談窓口などに相談するなどして積極的に情報を
収集して交渉に臨むこと。

発注者に対して労務費の転嫁の交渉を申し込む際、一例とし
て、６頁の様式を活用することも考えられる。

★行動②︓根拠とする資料
発注者との価格交渉において使用する根拠資料としては、最

低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率などの公
表資料を用いること。

★行動③︓値上げ要請のタイミング
労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて１年

に１回や半年に１回などの定期的に行われる発注者との価格交
渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期など受注者が
価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者の業務の繁忙期な
ど受注者の交渉力が比較的優位なタイミングなどの機会を活用
して行うこと。

★行動④︓発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら
希望する額を提示
発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側からも希

望する価格を発注者に提示すること。発注者に提示する価格の
設定においては、自社の労務費だけでなく、自社の発注先やそ
の先の取引先における労務費も考慮すること。

受注者として採るべき行動／求められる行動

今後の対応

● 内閣官房は、各府省庁・産業界・労働界等の協力を得
て、今後、労務費の上昇を理由とした価格転嫁が進んで
いない業種や労務費の上昇を理由とした価格転嫁の申出
を諦めている傾向にある業種を中心に、本指針の周知活
動を実施する。

● 公正取引委員会は、発注者が本指針に記載の１２の採
るべき行動／求められる行動に沿わないような行為をす
ることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合
には、独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処し
ていく。
また、受注者が匿名で労務費という理由で価格転嫁の

協議のテーブルにつかない事業者等に関する情報を提供
できるフォームを設置し、第三者に情報提供者が特定さ
れない形で、各種調査において活用していく。



価格交渉の申込み様式（例）
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https://www.jftc.go.jp/partnership_package/index.html

https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html

https://www.jftc.go.jp/partnership_package/index.html
https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html
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